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はじめに 

 

 本報告書は、大阪市立大学大学院創造都市研究科における 2015年度教員・院生共同研

究プロジェクト「人口減少社会における各地域の取組み  ―人口減少・高齢化が地域社

会に与える影響と対応方策について―」の報告書である。  

 日本においては、他国に例を見ない急速な人口減少・高齢化が進んでおり、多くの地

域社会の魅力と活力の低下の恐れが高まりつつある。しかし、この人口減少・高齢化の

様相や与える影響は各地域によって異なっている。例えば基幹産業の縮退により急速に

人口を減らした市町村は、趨勢的に何も取り組みを行わなかった地域の将来の姿を暗示

していよう。一方で、各種の取り組みを通じて人口増加や地域の活性化を成し遂げてい

る市町村は、今後の各市町村のひとつの目指すべき姿を示している。  

 本研究では前者の代表として北海道の夕張市を、後者の代表として同じくニセコ町も

取り上げ、現地に足を運び、関係者へのヒアリングを通じてそれぞれの地域の実態と抱

える問題、取り組み状況を把握し、それを元に各人が今後の人口減少化における各市町

村の取り組みのあり方について考察を行うものとした。参加メンバーは都市計画、まち

づくり、医療と教育、税務、職業紹介、行政等における専門家であり、それぞれの専門

の視点からヒアリング対象先を選定し、分析を行った。もっとも、時間の制限もあり、

十分な調査ができなかったことも確かであり、特に住民への聞き取りができなかったこ

とは残念である。聞き取りに快く応じて下さった札幌市、ニセコ町、夕張市の方々には

厚く御礼申し上げたい。  

 本報告書の構成は以下のとおりである。第１章では、夕張市とニセコ町の歴史と人口

推移を簡単に紹介する。第２章では、2015年 9 月 2 日～4 日に行った現地でのヒアリン

グ調査の結果を概観する。第３章で、以上の調査結果をもとに、参加メンバーの専門領

域ごとに調査から得られた示唆点をまとめ、最後に簡単な提言を行いたい。なお、本報

告書における事実誤認等の誤りがあれば、それらはすべて執筆者に責任がある。  

 

２０１６年３月  

 

 

大阪市立大学大学院創造都市研究科   

五石  敬路  
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 図 1 はニセコ町と夕張市の位置を

示している。両者は千歳空港を挟ん

で 同 じ く ら い の 距 離 に 位 置 す る 。

2015 年度（平成 27 年）におけるニ

セコ町の人口は 4,962 人、夕張市は

8,845 人である。人口の規模で言え

ば ニ セ コ 町 よ り も 夕 張 市 の 方 が 倍

近くは大きいが、人口の推移を見れ

ば、両者の明暗がはっきりする。  

次の図 2 は夕張市の人口、図 3 は

ニセコ町の人口推移を示している。

夕張市の人口は 1960年（昭和 35 年）

をピークに急激に人口が減少し、そ

の 傾 向 が 現 在 ま で 続 い て い る の に

対し、ニセコ町の人口は夕張市と同

様に 1960年（昭和 35 年）から急激

に人口減少したものの、平成に入っ

てからは減少がとまり、その後は現

在に至るまで微増を続けている。    

両者の差はなぜ生じたのか。  

 

 

 
出所：国勢調査（総務省統計局）  
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     図  1 ニセコ町と夕張市の位置  
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出所：国勢調査（総務省統計局）  
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次の表１は夕張市の歴史、表 2 はニセコ町の歴史を簡単にまとめている。かつて炭鉱のまち

として栄え、最盛期には人口 10 万人を超えていた夕張市が転機を迎えたのは 1973 年の三菱大

夕張炭鉱の閉山、そして 1981年北炭夕張新炭鉱での事故であった。その後、夕張市は観光産業

での地域振興をはかり、1991 年にはゆうばり国際ファンタスティック映画祭を開催する等の努

力をしてきたが、2007年には事実上の財政破綻に至った。  

一方ニセコ町は、ウィンタースポーツを中心としたリゾート地として国内外の観光客をひき

つけるとともに、1999年に情報公開条例、2001年にまちづくり基本条例を施行する等、まちづ

くりや情報公開のまちとして知られ、全国各地からの視察も後を絶たない。  
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年   次  概    要  

明治 7 年(1874 年)  開拓使雇米人鉱山地質学者ベンジャミン・スミス・ライマン氏探

検隊一行が、夕張川をさかのぼり地質調査。上流に炭層のあるこ

とを推定発表  

明治 25 年(1892 年)  夕張炭山採炭開始  

大正元年(1912 年)  大夕張炭鉱会社を三菱鉱業株式会社が買収、同社が経営  

昭和 04 年(1929 年)  南大夕張、北大夕張間に三菱鉱業所専用鉄道敷設開通  

昭和 29 年(1954 年)  天皇、皇后両陛下本市をご巡幸  

昭和 45 年(1970 年)  三菱南大夕張炭鉱操業開始、北炭夕張新鉱開発着工  

昭和 48 年(1973 年)  三菱大夕張炭鉱閉山  

昭和 50 年(1975 年)  北炭平和炭鉱閉山  

昭和 52 年(1977 年)  北炭夕張新第 2 炭鉱閉山  

昭和 53 年(1978 年)  市役所庁舎新築落成  

昭和 56 年(1981 年)  北炭夕張新炭鉱ガス突出事故（死者 93 名）、北炭夕張炭礦倒産  

昭和 57 年(1982 年)  夕張炭鉱病院（現夕張市立診療所）、炭鉱住宅を市が買収  

昭和 60 年(1985 年)  三菱南大夕張炭鉱ガス爆発事故（死者 62 名）  

平成 02 年(1990 年)  三菱南大夕張炭鉱が閉山、市内の全炭鉱が閉山  

平成 03 年(1991 年)  第 1 回ゆうばり国際ファンタスティック映画祭を開催  

平成 19 年(2007 年)  財政再建団体となり、事実上の財政破綻  
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年   次  概    要  

明治 28 年(1895 年)  本町初の移住者、清川孫太、岩上判七ら西富に入地  

明治 37 年(1904 年)  函樽鉄道開通（現函館本線、函館～小樽間）  

昭和 38 年(1963 年)  ニセコ山系、ニセコ積丹小樽海岸国定公園に指定  

昭和 39 年(1964 年)  「狩太町」を「ニセコ町」に町名改称  

昭和 43 年(1968 年)  「狩太駅」を「ニセコ駅」に改名  

天皇、皇后両陛下がニセコ町に御来町  

昭和 47 年(1972 年)  ニセコアンヌプリ国際スキー場開設  

平成 09 年(1997 年)  道の駅「ニセコビュープラザ」オープン  

平成 11 年(1999 年)  ニセコ町情報公開条例及びニセコ町個人情報保護条例施行  

平成 13 年(2001 年)  ニセコ町まちづくり基本条例施行  

平成 15 年(2003 年)  学習交流センター「あそぶっく」オープン  

平成 26 年(2014 年)  「環境モデル都市」に選定（全国で 23 都市）  

平成 27 年(2015 年)  ニセコビュープラザが、「重点道の駅」に選定（全国で 35 箇所）  

（執筆  關谷、石井）  
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次に、夕張市とニセコ町の財政状況を概観する。表 4 は歳入の内訳、表 5 は地方税の内訳、

表 6 は歳出の内訳、表 7 は夕張市の負債残高の推移を表している。  

表 3 によれば、ニセコ町は、１人当たりの地方税額が夕張市に比して約 1. ６倍もあり、財政

は比較的安定していると考えられる。また、表 6 によれば、夕張市の再生特例振替債の残高は

減少しているが、人口の流出に基づく減少により、市民１人当たりの債務残高はほとんど減少

していない。市税収入は、減少傾向である。  

こうした夕張市の苦境の要因は、他の産炭地との比較が有益かもしれない。すなわち、筑豊

の場合、筑豊平野があり、港からもあまり離れておらず、自動車等の産業が盛んである。また、

宇部の場合、港湾に近く、石炭から派生した重コンビナート地帯が形成されている。 常磐の場

合は首都圏に近く、ハワイアンセンター等が全国的に知られている。  
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歳入の種類  夕張市  ニセコ町  

 金額  構成比  金額  構成比  

地方税  ８０４  ７ . ９  ６１２  １３ , ９  

繰入金、財産収入  １，０１５  ９ . ９  ５５２  １２ . ６  

使用料、手数料  ５９８  ５ . ９  １４７  ３ . ３  

小計（自主財源）  ２，４１７  ２３ . ７  １，３１１  ２９ . ９  

地方交付税、地方譲与税  ４，９０７  ４８ . ２  １，９３７  ４４ . １  

国・道支出金、各種交付金等  １，９１８  １８ . ９  ６３６  １４ . ５  

地方債  ６７２  ６ . ６  ４７３  １０ . ８  

その他  ２６９  ２ . ６  ３３  ０ . ８  

合計  １０，１８９  １００ . ０  ４，３９０  １００ . ０  

人口  ９ , ３６２人  ―  ４ , ９８３人  ―  

1 人当たり地方税（単位円）  ８５ , ８７９円  ―  １３９ , ４０８円  ―  

注：金額は単位 100 万円、構成比率は％、人口は 26 年度住民基本台帳の人数  

出所：夕張市ＨＰ、ニセコ町ＨＰ  
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税金の種類  夕張市  ニセコ町  

 金額  構成比  金額  構成比  

固定資産税  ３６９  ４５ . ９  ３４２  ５５ . ９  

1 人当たり（単位円）  ３９ , ４１４円  ―  ６８ , ６３３円  －  

市町民税  ３２８  ４０ . ７  １７０  ２７ . ８  

入湯税  １４  １ . ８  ５９  ９ . ６  

市町たばこ税  ７４  ９ . ２  ３１  ５ . １  

軽自動車税  １９  ２ . ４  １０  １ . ６  

合計  ８０４  １００ . ０  ６１２  １００ . ０  

注：金額は単位 100 万円、構成比率は％、人口は 26 年度住民基本台帳の人数  

出所：夕張市ＨＰ、ニセコ町ＨＰ  

 

 

 5 ─  

歳出の種類  夕張市  ニセコ町  

 金額  構成比  金額  構成比  

議会費  ５６  ０ . ５  ６２  １ . ４  

総務費  ８８１  ８ . ６  ６１６  １４ . ０  

民生費  ２，２８６  ２２ . ５  ７７５  １７ . ７  

衛生費  ８８０  ８ . ６  ３９１  ８ . ９  

農林業費（農林水産費）  ９７  １ . ０  ２４４  ５ . ６  

商工費（商工観光費〉  ５８５  ５ . ８  １２８  ２ . ９  

土木費  １，１２１  １１ . ０  ７３４  １６ . ７  

消防費  ３３８  ３ . ３  １６２  ３ . ７  

教育費  ２４６  ２ . ４  ５４５  １２ . ４  

公債費  ３，６８２  ３６ . ２  ７２７  １５ . １  

諸支出金  １  ０ . ０  ―  ―  

予備費（労働費・災害復旧費）  １０  ０ . １  ６  ０ . １  

注：金額は単位 100 万円、構成比率は％、人口は 26 年度住民基本台帳の人数  

出所：夕張市ＨＰ、ニセコ町ＨＰ  
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 平成 18 年度  平成 26 年度  

Ａ  再生特例振替債の残高  35,299 百万円    26,014 百万円  

Ｂ  人口（年度末）  12,631 人  9,362 人  

Ｃ  A／Ｂ  2,794,632 円  2,778,679 円  

Ｄ  市税収入  938,943 千円  829,624 千円  

Ｅ  Ａ／Ｄ  ３７ . ６年  ３１ . ４年  

出所：夕張市ＨＰ  

 

（執筆  關谷）  
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 本章では、2016 年 9 月 2 日～4 日に実施したヒアリング調査の結果を簡単に紹介する。視察

日程は下の表の通りである。視察参加者は、指導教員の五石敬路のほか、石井恵美、井上良男、

奥田徳子、關谷雅彦であった。  

 

 

 

月   日  時   刻  活  動  概  要  

平成 27 年  

９月２日（水）  

10:35 新千歳空港着  

 12:45～14:15 北海道薬科大学  ヒアリング  

 16:15～17:15 ハローワーク倶知安  ヒアリング  

 18:30 宿泊先（プチコテージルート６６ニセコ）チェックイン  

９月３日（木）  08:30～08:45 ニセコ町長  ご挨拶  

 08:45～09:15 ニセコ町  ヒアリング  

 09:15～09:40 ニセコ町  役場内見学（キャビネットファイル等）  

 09:40～10:00 ニセコ町あそぶっく  見学  

 10:00～11:00 ニセコビュープラザ  見学  

 11:10～12:10 ニセコ町社会福祉協議会  ヒアリング  

 13:45～15:00 昆布温泉（ニセコグランドホテル）  見学  

 15:10～16:30 有島武郎記念館  見学  

 19:30～21:30 札幌市内にて参加者による情報交換会  

９月４日（金）   合宿の宿ひまわり（夕張市）  見学  

 10:00～11:00 ハローワーク夕張  ヒアリング  

  夕張市役所  ヒアリング  

  夕張鹿鳴館  見学兼昼食  

  夕張市立診療所  ヒアリング  

  新千歳空港より帰路へ  

 

 

 
 

 1  
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日  時  平成 27 年９月２日（水）  12:45～14:15 

相手方  准教授２名  

 

 道内には薬学部が３校（北海道大学・北海道薬科大学・北海道医療大学）、医学部が３校（北

海道大学・札幌医科大学・旭川医科大学）ある。このうち北海道大学卒業生は主に研究職等希

望者が多いため、地域医療実務者養成教育機関としては他２校となる。自宅から高校に通えな

い地域のため中学卒業を期に親元を離れる学生（寄宿舎・下宿・親戚宅）も見られる。  

 北海道科学大学には、工学部・保健

医療学部・創造デザイン学部があり、

2020年には薬科大も「北海道科学大学

薬学部」となる予定である。学生は９

割が道内出身で、就職はほぼ全員が札

幌を希望している。卒業後は、郷里に

帰省せず札幌にとどまる場合が多い。

これは、医師や薬剤師などが卒後研修

や専門認定などのスキルアップを求め

ても札幌以外の土地では仕事終わりや

休日日帰りで参加出来る学習機会が少

なく、娯楽の場も少ない事が地元就職の足かせになっているためと見られる。  

 人口当たりの医療機関数は多い。これは、人口がまばらで「通院可 能圏」で区切ると患者数

が少なくなってしまうためである。その結果、開業医の診療科が地域医療圏内に揃わず、「内

科は近くにあるが耳鼻科は車で４時間かかる」等の状況が生じており、二次医療は「総合病院

はバスで片道４時間、入院はヘリ搬送」という地域がある。  

 貧困層は全国標準並み。沿岸部に母子家庭が多い傾向が見られるとのことであった。  

 

（執筆  奥田）  
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日  時  平成 27 年９月３日（木）  08:30～09:15 

相手方  ニセコ町長、自治創生室、企画環境課  

 

 住民自治の町を実践しその結果人口は 500 人ほど増加。人口減少が見えていたニセコ町は観

光で生き残るしかないと、昭和 39 年には「ニセコ駅」と町名を変えるなど、ブランディングに

力をいれてきた。ニセコ町独自で海外観光プロモーションをかけるなどしており、昨年度は 45

万宿泊数を超えた。事業者数も 10％の増加傾向にある。「情報公開と住民参加」を徹底し町政

を行っている。  

 町長が交代しても町の基本方針は変わらないことを目的に 、ニセコ町まちづくり基本条例を

全国に先駆けて制定した。何よりも町民の意見が重要と「情報公開と住民参加」を徹底し、子

どもたちの参加権を持たせ、子ども議会も開催、その意見も町政に反映させている。  

 
 2  
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 重点道の駅として「ニセコビュープ

ラザ」がある。フリースペース棟で農

産物の販売、生産者情報が分かる販売

管理システムを独自に導入。今後この

拠点をどのように活用するか、ビュー

プラザに来られた観光客をどうまちな

かに回遊させるか、防災機能や駐車場

をどうするか今後も様々な取り組みが

必要であると感じている。  

 現在の人口は約 5000人、30 代、0～

10 歳代が増加傾向にある。子連れの転

入、出生率も増えている。要因はニセコのブランド力にあるのではないかと推察される。アン

ケートの結果、移住の理由は「ニセコだから」が多い。「自然が豊か」「子育て環境がよい」

と評判が人口増の原因であろう。このような強 みをより一層強めたい。環境と前提とした観光

と農業が基盤産業の一方で、正規職割合が低い ことが課題にあがる。冬はスポーツを楽しみ、

夏だけ農業を手伝うなどの季節雇用が多くみられる。冬は遊んで、夏は働くというニセコ町に

移住した特有の人が多いのではないだろうか。  

 ニセコ町は 1980年代に都会から来られた方から地域に溶け込んで地元にいるため、外部の人

が入ってくることについては抵抗がない。比較的他都市の人が移住しやすい雰囲気があ る。  

 ゴミ分別については 17 の分類を 10 年前から実施。英語のパンフレットも作り徹底して住民

に説明した。環境に魅力を感じて転入する人が多いため、分別についても積極的に 取り組む人

が多い。ニセコで排出される生ごみはすべて資源化している。平成の大合併のときには合併協

議会を立ち上げたが、隣接する倶知安町とニセコ町は境界がかなり山深く、町としての一体感

がないため見送った。  

（執筆  石井）  

 

 

 ♬☿◖ ↄ∫┬⧵№ה  

 

日  時  平成 27 年９月３日（木）  09:40～10:00 

相手方  ニセコ町  企画環境課  

 

 図書館をほしいというお母さんたちの要望でできた「あそぶっく」。以前は図書館と言えば

町の中心部にある町民センター内倉庫の一角にあり鍵がかかっている施設であった。有島武郎

ゆかりの土地柄にも関わらず、文化行政・図書館の有用性に関する認識が、町内では極めて薄

い情況であった。  

 
3 ♬☿◖ ⱥ▪ꜞfi◓  
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 そのため、2000 年に「図書館設立に

向けての検討委員会」を設置。旧郵便

局を買いとり、一部増築のうえ、2003 

年 4 月ニセコ町学習交流センター「あ

そぶっく」としてオープンした。新築

の約３分の１以下のコストで設置でき

た。現在は、読み聞かせ（子供対象と

特別養護老人ホームで実施）、移動図

書館あそぶっく号（保育所やデイサー

ビスセンターなどへの出張貸出し）、

各種の講演会や教室の開催、あそぶっ

く祭りの開催など住民主体の運営を行

っている。このような取り組みの結果、

町民一人当たりの図書貸し出し冊数は、

5.1 冊と後志支庁管内（1 市 19 町村）

で最も多く、毎年利用者も増加してい

る。また、コスト削減解決と共に、「あ

そぶっく」がコミュニティの核施設と

しての役割を果たしている。さらには、

住民運営拡大により自治体が担う社会

教育・生涯学習政策も縮減できており、

住民自治の本質と公共の担い手を確認

する取り組みとなっている。  

 同時に、情報開示の機能を持たせた。

あそぶっく内に文書管理施設を併設、

職員の書類を探す手間を省こうというシステムを作った。この独自のシステムにより、書類を

探す、捨てる作業にかかる手間を格段に省くことができた。   

（執筆  石井、奥田）  

 

 

 ♬☿◖ ה Ɫ꜡כ꞉כ◒  

 

日  時  平成 27 年９月３日（木）  16: 25～17: 15 

相手方  岩内安定所倶知安分室  

 

 ニセコ町は倶知安町の隣に位置する。山田地域のヒラフにスキー場があり、ワーキングホリ

ディでインストラクター、ラフティングのガイドで来る外国人が多い。コンドミニアムが多く

建設されており、そこには外国人や日本人の富裕層も多く来ている。ホテル、ココンドミニュ

アムは外資系が多く訪れる。求人職種は管理、清掃のアルバイト、パートの仕事が多く、マネ

ジャークラスは外国人が来ている。  

 応募の履歴書は契約社員でも日本語と英語２通の提出希望されることが多く、面接は英語で

 

 
4 ♬☿◖ №∕┬∫ↄ  

 

 
5 ⱨ□▬ꜞfi◓◦☻♥ⱶ⌐╟╢  
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行う場合があり、英語が話せない地元の人は応募しづらい。  

 北海道の最低時給賃金は 748 円だが、最低でも 800 円、外資系のコンドミニアムの清掃とな

ると 1,000～1,200 円と高額だ。ただし年間ベースで高いのでなく、冬場でのスキーシーズンで

のパート、アルバイトの時間給が高い。清掃等はフルタイムでない勤務で時間は長くても 6 時

間程度になる。  

 安定所管内の人口はニセコ町で約 5,000 人、倶知安町で約 15,000 人、他の地域含め 4 万人位

程度であるが、各町は離れているおり、町内移動でさえ自動車でないと行けない。求人倍 率は

2.03 倍と高いが、求職者の分母が少ないので倍率が高くなっている要因である。  

 求人を出す外国資本はアジア香港、中国、オーストラリア、あとヨーロッパ系が多い。また

この地域では、求人情報誌や派遣者がないので、殆どの求人はハローワーク利用の求人となる。

事業所が個別に働く人に声をかけているが、毎年同じ人が来る必ず来るとは限らないので、ハ

ローワークに求人を出すことになる。  

このハローワークには愛知、滋賀の民間のチラシが設置されている。他の地域から来ている

人が地元に戻りたいというときのために民間チラシを置いている場合もある。  

 住民の多くは 10 月から 11 月で退職の方が多い、そして道内は春先の３月と４月に忙しくな

る、夏場だけの仕事も多い。求人、求職は８割が倶知安、岩内が大きく占めるが求職者は少な

い。学校では就職案相談会を実地しているが、安定所では中途退職者が多く、学卒者は殆ど来

ない。面接会、相談会は規模が小さいので安定所では実施していないが、雇用保険認定日に求

人票の提供をしている。この地域では、求職者の相談記録のデータによって、ハローワークの

求人が出た場合、求職者に合う求人があれば郵送や電話をかけることで応募する率が 高い。ハ

ローワークから電話を掛けると応募するケースが多いという地域特性がある。  

 高校生の就職状況は、担当地区に高校数は６校あり、介護、パテシエ科 などもあり、就職先

は札幌が近いことから札幌で就職する生徒が多い。  

 倶知安町内は地域振興局、警察署、自衛隊があり公務員が多い地域であり、 公務員が多いの

で税収はある。元来農業が基幹産業であるが、求人は観光業の方が多く今は逆転している。高

齢者が多く若者が少ない地域であり、働きに応じて払う賃金形態で ある。外資系企業は年功序

列の概念はなく、地元の人は冬場期間の雇用でアルバイト的に働いて、夏場は建設作業員で働

く。主婦の人が働ける求人はあるが、子供のいる主婦は土日祝働くことを嫌がる傾向がある。  

安定所の職員は道内各地を転勤し、倶知安ハローワークは職員２名、非常勤は地元採用臨時

職員含め８名である。  

（執筆  井上）  

 

 ♬☿◖ ◙ꜝⱪכꜙⱦ◖☿♬ה ─  

 

日  時  平成 27 年９月３日（木）  10:00～11:00 

相手方  ニセコ町  企画環境課  

 

「道の駅」経緯と現状  

①  1997年  

・課題：観光インフォメーション・公衆トイレの設備充実。ごみ問題について  

・対策：「道の駅・ニセコビュープラザ」の設立  
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・コンセプト：低予算で必要最小限の建物、民間企業を圧迫しない（レストランを設ける等民

間のビジネスチャンス  を奪わないことなど）、維持経費の最小化。2002年、ごみ処理有料化

を図るとともに、クローズド型（屋根つき）の一般廃棄物最終処分場を完成。  

・成果：農産物直売所として発展し、地産地消を進め、環境にやさしい地域循環型社会形成に

寄与し、意欲ある農家の副収入をも産む。2003 年、住民で組織するニセコの環境を考える会

が中心となって、「水環境のまちニセコ」をテーマに「ニセコ町環境基本計画」を策定し、

生態系の保全や生活文化の育成を目指す。結果、ゴミの量は 5 年前の 3 分の 1 に、リサイク

ル率は 73％、生ゴミ堆肥化率 100％を実現。農家は堆肥センターで作られた堆肥を農地に還

元し、地域資源循環型クリーン農業が誕生。農業者が元気になることが重要と「ニセコ 21 世

紀型農業経営塾」を開催し、経営力のある農村ビジネスを育成。  

 

②  2001年  

・課題：ニセコビュープラザが集客資源として発展するに伴い、在庫の品質・量・売上等の管

理が必要（ex 金銭処理のレジスター化、販売品の品質確保や厳格な運営方法取り決め、在庫

の適正管理、大口注文依頼への対応）  

・対策：2002年 POSシステム導入。直

売活動先進地の愛媛県丸子町（集荷

システム）と徳島県上勝町（大口対

応システム）の施設を視察、両町の

方式を統合したシステムを開発。行

政もこれらのシステム確立が、地産

地消や産業振興につながり地域活性

化の起爆剤になると判断し、開発経

費を負担。直売会では、プローポー

ザル方式で開発事業者を選定し、新

たに 2005年「これだすシステム」を

共同開発し運用。具体的には、レジ

を経由した販売実績により、在庫状況が各会員の携帯電話やパソコンにリアルタイムに通知

される。また大口注文の場合は、その商品を取り扱う会員に在庫管理同様通知され、出荷の

申し込みを受け付ける。各会員の携帯電話やパソコンから送信された出荷申し込みは、オー

ダー数が確保された段階で自動的に受付を終了するシステムである。  

・成果：開設当初数百万円であった売り上げは年々増加し、2005年度の売り上げは、2 億 2,600 

万円で、直売会の人件費等を差し引いた純利益は 45 万円。雇用面では直売コーナーに 9 人、

ショップコーナーに 13 人と 22 人の新たな雇用を生み出しており地域経済に好影響。トレー

サビリティが確立し住民位置からの産業クラスター育成も充実。  

 

③ 2003年  

・課題：ニセコ町には、70 軒の宿泊施設（ホテル 6、ペンション等 64）が営業をしており、約  6,000

人の宿泊規模を有している。観光入込み客数は、140～150 万人を推移しているが、 冬季入込

み数 1991 年の 79 万人をピークに減少傾向にあった。観光振興の推進母体として活動してい

る観光協会は、それまで役場の商工観光課に事務局があり、職員が事務局長を兼任していた。  

 
6 ♬☿◖ⱦꜙכⱪꜝ◙   
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町では従前から観光協会の運営に毎年補助金（1,500～2,000 万円程度）を出し、観光  宣伝や

ホスピタリティの推進活動を支援してきた。①行政への依存体質が強いため、観光関連事業者

自身が主体となっての自律的運営には程遠い状況。②責任の所在が曖昧となることも多く、積

極的な事業に取り組む体制が執りづらい状況。③宿泊施設の特徴や観光客のオーダーに対する

適否の回答が「役場＝観光協会」の現状認識からは、施設の特徴や良し悪しの評価を知らせ

ることは困難。④行政が行うこと＝結果平等の意識があり、差別化された情報を出すことに対

する一部観光事業者の抵抗が根強く、産業政策にかかわる行政の役割の限界の課題があった。 

・対策：観光協会では、協会組織の独立法人化に関する検討を行い  2000 年に全国で先駆的な活

動を行っている観光協会の視察調査を実施。財団、社団、株式等幅広く検討し組織の形態は

「株式会社」とする方針を決定（町が株式の 2 分の 1 を保有）。全国から事務局長を公募採

用のうえ、事務局をニセコビュープラザへ移転。2003 年 6 月、町議会で新たな観光協会への

出資を議決、7 月に株式の一般公募を開始。  同年 9 月、資本金 2 千万円（町民 50％=120 件

200 株、町 50％=200株）で、全国初となる「株式会社ニセコリゾート観光協会」が誕生した。  

・成果：株式会社として独立以後、町の観光協会への補助金 は激減し、ニセコ地域への旅行企

画商品の開発・販売や各旅行者への観光情報の提供等活発な営業活動が繰り広げられる。2000

年に倶知安町、蘭越町、ニセコ町の観光協会により設立された「東アジア観光客誘致協議会

（汾陽光照会長）」によって、台湾・香港・中国への誘致活動が毎年行われる。この結果、

東南アジアからの観光客が毎年倍増。オーストラリア人の旅行客も急増。ニセコは、オース

トラリアからヨーロッパやカナダに行くより安価・良アクセス・時差が少ない。雪質と景観

が評価される。オーストラリア資本による大規模リゾート開発構想が進み 、外資系企業によ

る  30 棟を超えるコンドミニアムが整備。固定資産税と入湯税が増加し町財政に利益をもた

らす。  

 

④ 2015年  

観光コンシェルジュ・通訳ホットライン・JNTO外国人案内所等を備え、免税店化・周辺「道

の駅等」との観光情報共有に取り組む。国土交通省より国際リゾート地ニセコにおけるインバ

ウンド観光拠点として、全国の重点「道の駅」全 35 箇所の１つに選出され、複数の民間ランキ

ングでも「全国道の駅ランキング」で高位を得ている。  

 

（執筆  奥田）  

 

ה   

 

日  時  平成 27 年９月４日（金）  11:00 ～12:00  

相手方  夕張市  まちづくり企画室  

 

 財政破綻をした夕張市。今も人口は減少しつづけている。原因は学校の閉鎖にもある。子ど

もの数の減少に伴い、学校の統廃合が進んだ。進学校である道立夕張北高校が閉鎖され市内中

心にある道立夕張高校を残した。高校の選択肢がなくなると、小学校から別の学校に行かせた

いという親が多かったことから子育て世代の住民の移転が相次いだ。  

人口は 11 万人であったためかなりのアパートがあったが、炭鉱が撤退するときに市が引き受
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けその多数が市営住宅となった。企業誘致をしても所得制限があるため入居ができない。民間

アパートがないので従業員は周辺市町で住むという悪循環となっている。現在はアパート建設

の補助金を出しておりこれを足がかりに若者移住を促進したいと考えている。市営住宅は 1 棟

に 2～3 人しか住んでいないため移転をお願いした。当初は愛着があり移転にも賛成できなかっ

た人も北海道大学学生の研究チームが地域に入り聞き取り調査や交渉役になり少しずつ心が緩

和され移転がスムーズに進んだ。結果、密接した住居を構えたことで暖房光熱費も安くすむよ

うになったなどの声も聞かれる。移転後の市営住宅は取り壊し、空いた土地は売却せず利活用

できるものを総合戦略で検討中である。  

 学校統合で廃校になり使われなくなった施設がかなりある。災害が起きたときに防災拠点と

なるため学校を拠点としているため、学校を取り壊すこともできない。この活用として企業、

郵便局、障がい者施設などが入り、問い合わせも多い。  

 地 域 再 生 計 画 で 採 用 さ れ た も の が

CBM開発。3 層メタンガス。炭鉱跡に多

くのメタンガスがありこれらを使用し

発電する。市内事業者に安いエネルギ

ーを提供するのが目的だ。電気を使う

と熱が出るので、その熱を使って夕張

メロン栽培や企業などに提供する。こ

れが成功するかしないかで夕張市の未

来も変わると考えている。夕張市は他

に売電するより住民に還元したいと考

えている。  

 ふるさと納税については、夕張出身

者も多く御礼品がなくても多くの人が

寄付をしてくれる。去年から夕張メロ

ンを返礼につけ 9,000 万円を得た。今

年度は 4～7 月で 1 億円を超えた。この

収入をどう活用するかが大きな課題で

ある。  

 炭鉱から掘り出した土を積み上げた

「ずり山」の防災工事に 5 億円かかる

との試算が出た。古いところは当時の

掘削技術が進んでいなかったため未だ

かなりの石炭が含まれていることがわかり、そこを再開拓するプラントを作り収入源になって

いる。このように知恵を出しながら運営をしている。日大付属高校が研究で来られた。千歳か

ら 1 時間で LCCもあることから、自然も豊富にある夕張で合宿を考えていると言われ合宿誘致

も検討中だ。  

 縦割り行政の弊害も見えてきた。企業誘致しても住宅がない、子育て支援がないが大きな課

題となっている。  

 そもそも市が財政破綻をするとは想像もしていなかった。破綻後、行政職員の多くは自ら退

職し、300 人いた職員が 100 人になった。主事が課長に上がった人もいる。現在は約 100 の職員

 
7 ─ └╕╦╡│  

 
8  
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と約 20 名の他市町からの応援職員である。消防は 20～30 人。学校の先生は道から。新卒採用

はするが地元の人はほとんど採用されない。  

（執筆  石井）  

 

ה  Ɫ꜡כ꞉כ◒  

 

日  時  平成 27 年９月４日（金）  10:00 ～11:00  

相手方  千歳公共職業安定所  夕張出張所  

 

1 ⌐≈™≡  

 夕張の特産品で有名なメロンの販売は 7 月からお盆で終わってしまう、またおいしい野菜栽

培もあるが農家に跡取りがいないという問題がある。メロンは栽培に手間がかかり、掛け合わ

せた種を農協が配るため、誰でもが作れるわけではないという問題もある。メロンだけでは厳

しいので 6 次産業化の話もあるが、従業員を雇ってまではできない状況。メロンの時期が終わ

ると販売店は閉まってしまい、その他の小売業も少なく、商店数は毎年減少傾向となっている。  

 

 1 ─  

年  次  平成 16 年  平成 24 年  増  減  

商店数（店）  234 114 ▲120 

従業員数（人）  925 399 ▲526 

販売額（百万円）  13, 086 8, 710 ▲4, 376 

出所：商業統計調査  

 

 夕張の観光産業にホテルマウントレースイと近接するスキー場があり、指定管理で運営され

ているが 2016年度に撤退することになり、市は売却する予定。同様にホテルシューパロも先行

きは厳しい。雇用保険入っている事業所数は 802 社（1 市 3 町で）しかない、仕事さえ選ばなけ

れば就職先はあるが求人を出しても応募者がいない、この先企業誘致したとしても働ける人が

いないのが現状である。製造ではシチズンの部品工場とツムラの漢方薬の会社があるが規 模は

下記のとおりである。  

 

表  2 夕張市の製造企業  

事業所名  従業員数（人） 

シチズン夕張株式会社  229 

株式会社夕張ツムラ  37 

出所：夕張ハローワーク 2015年 7 月求人票  

 

 夕張市の求人倍率は 1.21、隣接する由仁町 1.43、栗山町 1.32、長沼町 1.36 で夕張が最下位

である。最近新規求職者数が減少しているのは若い人は採用され、求職者となれない高齢者が

残っているからではないかと思われる。北海道では建設業が中心で、個人の家、マンション建

設が多く、公共事業は減っている。高齢者率が高く今後は人口がますます減少し、労働力人口

が大幅減となる予測が下記表である。  
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 3 夕張安定所管内人口推移  

名  称  平成 27 年人口（人） 平成 52 年予測（人） 減少率  

夕張市  9, 257 3, 883 41.9％  

栗山町  12, 404 7, 942 64.0％  

由仁町  5, 422 3, 245 59.8％  

長沼町  11, 146 8, 004 71.8％  

計  38, 230 23, 074 60.2％  

出所：国立社会保障・人口問題研究所  

 

2 ≤  

 夕張では高齢化率 4 割を越え老健施設、介護施設は多いが介護で働く人が少ない、夕張もヘ

ルパー訓練で資格を取る人がいるが、夕張で働こうという人がいない。安定所から応募するよ

うに声かけしてもナースなどの応募者は来ない。  

 医療状況のうち、周産期医療が夕張にはなく分娩できるのは岩見沢・千歳で、隣町の栗山町

に日赤があるが産婦人科はない。夕張に個人の町医者や歯医者はある。夕張診療所は風邪程度

なら良いが、それ以上の症状の場合で困ったら、札幌の病院へ行くという状況になっている。  

 学校へ進学した人や資格を取った人が戻って来ないので、夕張には医療・介護の資格者を持

った若年者はいない。親の面倒見るという位でないと夕張での勤務を希望しない、この 地域に

愛着がなく出ていくというアンケート調査もあり、この地には楽しいものがな い、カラオケや

ファーストフード店もないところに若い人が居たいか？ということである。  

 

3 ─ ⌐≈™≡  

 卒業生は進学が主で夕張を出ていく。高校就職者で公務員希望は就職希望者に入っていない。

高校卒業して公務員になるにはハードルが高いし、警察は応募しない傾向。  

 夕張の安定所で高卒求人受理件数は

16 件、夕張高校では就職希望者は例年

20 名程度の生徒しかいない。就職希望

の生徒に学校が求人を紹介して応募す

るというシステムである。夕張高校 27

年 3 月卒業者は 73 人、大半の卒業生は

殆どが進学や就職で夕張を出ていく。

就職先は学校からの報告を千歳安定所

で把握している。夕張の地元には 10

人程度の就職者と家事従事者が残る、

あと道内での就職が 3 人位の就職数であろう。進学、就職で出ていった人が夕張に戻る可能性

はないのが実情である。  

 

 4 26 ─  

進  学  合格者数

（人）  

就  職  内定者数（人） 

国公立大学  1 公務員  3 

私立大学  5 民間企業（市内）  8 

私立短期大学  3 民間企業（管内）  2 

看護学校  1 民間企業（道内）  7 

 
9 Ɫ꜡כ꞉כ◒  
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各種専修学校  20 民間企業（道外）  1 

留学  1 縁故就職  1 

合計  31 合計  22 

出所：夕張高校ＨＰ（最終確認  平成 28 年３月５日）  

 

（執筆  井上）  

 

ה   

 

日  時  平成 27 年９月４日（金）  14:00～15:45 

相手方  夕張診療所  

 

 昭和 30 年代、炭坑会社が設立した病院は 200 近い病床を持ち、地域の基幹となる総合医療施

設であったが炭坑閉鎖と企業の撤収に伴い夕張市行政に委譲された。  

 夕張市は 12 万人都市から年々人口減少し、財政が破綻した。夕張市立病院は市内唯一の基幹

病院であったが、救急医療・周産期医療など採算性に乏しい診療科から順に閉鎖され、また、

24 時間専門医の常駐が求められる人工透析は医師・スタッフ不足により存続出来なくなった。

現状ではかつての市立病院の建物一階部分の一部を使い、各診療科の医師を近隣医療機関から

週１回程度派遣してもらうことによって、市立診療所の形態を取り、地域医療を支えている。  

 建物２階は入院７床（実働３床）のベッドと、３０人規模のデイサービスに使用。医師・看

護師・事務員は病院と兼任である。地域の高齢化率が４割を超しているため在宅訪問のニーズ

も高い。手術・分娩・透析などが必要な患者は「他自治体にある医療機関への紹介」という手

段で対応。周辺医療機関とは良好な関係を構築しており、受け入れはスムーズだが、患者輸送

には時間がかかる。レントゲン・CT をはじめ様々な医療機器は不具合を起こしたものから順次

使用出来なくなっている。建物は元来堅牢な鉄筋コンクリート造りだが、築５０年を超えて老

朽化が進み、特に水周りはメンテナンス費用も認められない。トイレは、水道管の傷みなどに

伴い順次閉鎖し、現状使用可能なのは全館で２カ所のみ。一方、夕張市立美術館の閉鎖に伴い

展示場所の失われた絵画が診療所内に多数展示されており、古い建物に彩りを添えている。救

急・周産期等の多くは隣接市町医療機関との連携により受け入れられている。  

 地域高齢者の健康状態は平均して良好、所得も高い水準にあって、生活保護率は全国水準よ

り低い。その主な理由は、高齢者に夕張メロンを作る農家（地主）や元炭坑夫が多く含まれる

ためである。元炭坑夫は基礎体力のある者が多く、その年金は危険手当分も含め一般的な厚生

年金より高額。しかしながらおよそ３年後にはその年金保障も制度終了とのことであり、その

後、多くは生活保護対象となる見込み、とのこと。  

※診療所長と執筆者とは、東日本震災医療支援の際に同じ医療班に在籍した縁があったため、詳

細な情報提供が戴けた。  

（執筆  奥田）  
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 ⅛╠ ╠╣√  

 

本章では、調査結果から得られた示唆点を簡単にまとめたい。分析視角は参加メンバーの専

門領域によるところが大きく、それぞれのテーマは、まちづくり（ 3.1 ）、雇用（3.2 ）、行政

（3.3 ）、医療と教育（3.4 ）、税収及び財政（3.5 ）、都市計画（3.6 ）となっている。各論者

により若干のニュアンスの違いは見られるものの、企業誘致等の外部の資源に頼るべきではな

く地域の資源を活用すること、しかしアイディアやノウハウ等については外部からの支援が必

要であること、まちづくりのあり方についてはコンパクトシティを目指すべきであること等は、

メンバー間で意見が一致している。  

 

 ─  

1 │∂╘⌐  

 『地方消滅』（増田寛也著  中公新書 2014年）という衝撃的な題名の本が出版され、それま

で漠然と「ひょっとしたら」と考えられていた限界集落に猛烈なショックを与えた。以来、各

地方自治体で一挙に地方創生施策が進められ、特に定住促進施策が過熱している。視察に行っ

た夕張市とニセコ町の例から人口減少社会の縮小都市を考えてみたい。  

 

(1) ⌐ ╢  

 ニセコ町は人口 4,893 名、夕張市は 9,056 名。人口だけに注目すれば夕張市の方が多いが、

人口が多いから地域が元気かといえばそうではない。微増ながら人口が増えているニセコ町に

比べて夕張は超人口減少都市だ。ニセコ町はニセコブランドの影響力もあり「住みやすいまち」

「自然が多く子育て環境しやすいまち」というイメージも先行した結果、30 代から 40 代の子育

て世代が家族で移住者が多い。  

 一方、夕張市は最盛期には人口 12 万人だ

った炭鉱の町だ。2007年に 353 億円（再生

振替特例債のみ）の赤字を抱えて財政再建

都市となった。地域おこしの最先端都市と

言われる島根県海士町長  山内道雄氏も著

書『離島発生き残るための 10 の戦略』の中

で「他人ごとではなかった。いつ自分の町

がなってもおかしくなかった」と書いてい

るように、どの都市でも財政再建都市にな

る資格は十分持っている。夕張市ホームページに記載されている借金時計によると、現在約 90

億円の返済をしたあと 263 億円の返済が残る。これまで行政サービスを空気のように感じてい

たものが急に「サービスとは金銭対価なのだ」と知ることになる。  

 

(2) ⌐╕∟⅔↓⇔⁸ │№╡ ╢─⅛? 

果たして、財政破綻の町にまちづくりはあるのか。夕張市は千歳空港から車で約 1 時間 15 分。

広大な北海道としては比較的交通に恵まれた場所にある。実際に夕張市を訪れるとまち並み景

観の違和感を覚えるだろう。  

訪問時は 9 月 4 日。まだ晩夏の気配を残した時期だ。歩道を越えて車道にまではみ出した雑

 
10 ⌐ ∆╢  



－ 17 － 

草、公衆トイレもメンテナンスができないためすべて封鎖、このようにまちじゅうのインフラ

整備が止まっており、まさに「時が止まったまち」を体感するのだ。市役所横にあるベニヤ板

で封鎖された会館、駐車場と隣接する元外科医院は荒れ放題でいつ崩れてもおかしくない。借

金額 363 億円の中も一番多いのが観光事業会計閉鎖に伴う負債額で 183 億円にも上る。現在、

インバウンドや観光客の取り込みなどで観光施策に力を入れている市町村は多い。爆買いと言

われる中国人観光客をターゲットに様々な整備や施策が計画に盛り込まれているが、中国景気

の低迷を考えればハードに投資すべき額は高額ではないはずだ。夕張市の財政計画案によると、

今後不採算の観光事業は一切しないこととするとし、市が所有する観光施設については売却や

一般財源を投入しないことを前提での指定管理制度により委託することとし、売却先または委

託先が決まらない場合は原則として休廃止するとある。財政破綻から 10 年が経ち人々の記憶か

夕張が忘れ去られようとしている。そして住民さえもがその住みにくさと借金から逃れるため

に周辺市町へ移住しているのがまぎれもない夕張の現状である。  

 このような中でも夕張市が生き残るのは

「縮小都市」と「住民自治」であると考え

る。矢作1は 2013 年に連邦破産法第 9 条の

適用を申請し、財政破綻したデトロイトの

復興について述べている。それによると、

デトロイトは「空き」に新しい命を吹き込

もうとしている。若者アーティストに代表

される「アーバンパイオニア」たちがジェ

ントリフィケーションするのがトレンドで

あるという。それらには政府の支援を得ず、

期待もせず、自主的自発的な挑戦であると

いう。それには地域内でのつながりや相互扶助が不可欠だ 2。町内会をはじめとする住民自治組

織の充実や地域間の連携など行政に頼らない仕組みづくりが急務であろう。これには現在の夕

張市住民にくわえて「よそ者」「若者」の力が不可欠である。地方では若者移住者の取り合い

になっているが「選ばれる町夕張」になるためには、今住む住民たちの団結と意識改革が何よ

り必要なのである。  

 これから日本全体で縮小都市が生まれるのは必至だ。日本国は縮小国となるからこそ、都市

間競争ではなく都市間での提携を推進したい。そして夕張市には 100 年前の開拓の精神を思い

出し再起を期待するのである 3。  

（執筆  石井）  

                             
1 矢作弘（2014）『縮小都市の挑戦』岩波新書。  

2 朝日新聞デジタル http://www.asahi.com/articles/photo/AS20151025000193.html （2016.1.11 アクセ

ス）。  

3 以下の文献を参照した。厚谷司（2015）「財政再建団体移行から九年目  夕張は今」『月間自治研』

2015年 11 月号。増田寛也（2014）『地方消滅』中公新書。田中利彦「自治体崩壊と財政危機要因」

http://www3.kumagaku.ac.jp/research/eb/files/2011/12/95b6c4a1c84c40d6ed0bb0a84b8b1f66.pdf （最

終アクセス 2016年 3 月 1 日）。辻道雅宣 [2010] 「夕張市の財政破綻の軌跡と再建の課題」『自治総研通

巻 384 号』2010年 10 月号。  

 
11 ─ⱱ♥ꜟⱴ►fi♩꜠כ☻▬  
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 ⌐≈™≡  

1 │∂╘⌐  

 公共政策専攻のメンバー5 名で 27 年 9 月 4 日に夕張市に入り、市役所をはじめハローワーク、

ひまわり（元夕張北高校）や夕張市民病院を訪問し、担当者より夕張市の実情や取り組みの説

明を聞いた。日程の制約から 1 日のみの視察であり、夕張市内の多くを見学し、市民の意見を

聞くことは不可能で、今回視察先の方の説明と資料等の内容でしか実情を理解できなかった。  

 しかしながら、短い時間での訪問先の話や状況を見ただけでも厳しい現実を目のあたりにし

た。これらの状況を打破するべく若い鈴木市長や市職員は夕張市再生に命を懸けて、奮闘努力

をされているとの評価があり、NPOや住民も街の活性化のため活動をされているとの情報もある

が、今回このことに関しては全く知りえることはできなかった。  

 

 

2 ─ ⌐≈™≡  

  雇用問題について、夕張のハーワークに訪問して感じたことは、雇用はそれなりにあるが、

仕事があっても応募する人がいないという安定所所長の話が印象的であった。その原因は人口

減少や高齢化により働ける人がいないことが大きな要因であること、仕事があっても人がいな

い、少ない求職者が働こうにも、希望の職種がないとなると非常に厳しい状況であるとい える。  

 夕張では医療、介護の仕事は高齢化の影響で資格さえ持っていれば、たくさんあるようだが、

大半の人は資格を取るために札幌等の都市部で勉強し、そのまま札幌で働くということで、地

元に戻って来ないという事情がある。この様な状況はどの地方でも起こることだが、夕張では

その傾向が極端に多いということである。  

 夕張に訪問する前に訪れたニセコ町は夕張と違い広大な農地があり、地形の違いは歴然であ

る、ニセコ道の駅ではニセコメロンが各農家から持ち込まれ、予想より安い価格で販売され、

平日にも関わらず観光客が多く飛ぶように売れ ていた。購入した産品の発送する地元の郵便局

の方が増員され、お客様の郵送依頼に応じていたのが印象的であった。  

 翌日夕張を訪問したが、どこを見てもメロンを置いている店もなければ、メロンの面影も無

かったことに不思議に感じつつ夕張の視察が始まった。  

 メロンと野菜の栽培における農業において跡取りがいないなど労働力不足で、メロンは栽培

量が減少している。就農希望の若者がいないというのは日本全体の傾向であるが、各地ではこ

の農業問題に対して、いろんな取り組みをしている、農業女子の活躍やホリディワーキング等々

の話題もある、夕張のメロンといえば全国に知れ渡る名産であるから、地元の労働者がいない

なら栽培から収穫、販売時期だけでも短期の働ける人を呼び込みはできないものかと考える。  

 その他の産業における雇用の問題として、企業誘致をするという考え方もあるが、働く人が

いないところにまず企業は来ないのでこの選択は厳しいといえる。  

 有望と考えられている炭層メタンガスの事業化開発計画であるが、試掘に多額の費用がかか

るようだが、実際に事業化が有望であることが確信できたら、投資する企業なり、国の援助が

出る可能性もあるのではないか、その開発活動 を進め事業ができれば、雇用も市の財政もゆく

ゆくはよくなることは間違いないので期待したい。  
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3 ─ ⌐╟╢ ⌐≈™≡  

 今後、夕張市はますます人口が減少、高齢化していく予測が出ている中でどのようにすれば

良いのか、抽象的な言い方をすれば、夕張は楽しい街、行きたい街、住みたい街にできるかど

うかにかかっている、そのことが少しずつでも前進しないと消滅する方向でしかないと感じる。 

 雇用と人口増加はどちらか先かではなく、両方が相まって町が活性化するが、夕張は歴史が

浅く京都、奈良のような観光資源、文化資源はほぼないといえるが、この夕張の活性化のため

もう一度、街を見直してみる必要がる。夕張には豊かな自然があり、これは世間にはあまり知

られていないが、この自然を活かした活動を出来ないものかと考える。全国では、自然を活か

した観光などのブームがある。  

 また夕張では冬の雪は厄介なものでしかないだろうが、これを逆手にとって人の呼び込みが

できなか、スキーがダメでも他に雪を利用する方法がないものか。  

 若者対策としては、夕張には残念ながら若者が集える、遊べる、飲食する場がないことも大

きい、この楽しみのない街では、若者が都会に憧れて出ていくのもしかたがない。働く場所、

雇用が多く存在する都会地においてさえ職場だけの街は殺伐としたものになる。買う・遊ぶ・

食べるがあっての職である。  

 高齢化問題と働きについて、夕張では様々な面で市民は不便な生活をしいられていると思う。

利用料金も税金も高い、医療もままならぬ等々この苦境の事態こそ、雇用に活路があるのでは

ないか。高齢者が 4 割を超え、労働人口は少ないが、元気な高齢者が多いと聞く。その高齢者

には北海道を開拓してきた開拓魂があるのではないか。同じような事態に陥った中国地方の島

根や、四国の徳島の中山間地域の事例では高齢者が活躍している。不便のなかにこそ元気な老

人や主婦パワーを発揮する場面ではないか、行政に携わる職員は、各地の成功事例の情報を提

供して、地元に合った活動を自主的に活動していける様、側面からの援助されることを期待す

る。  

（執筆  井上）  

 

 ─ ⌐≈™≡ ⌂ ╩ ╡ ⇔ ™ ┼  

(1) │∂╘⌐  

 北海道夕張市が 2007年 3 月に財政再建団体に移行してから、2016年 3 月で 10 年目の節目を

迎える。ここでは夕張市が財政再建団体に陥った要因については触れないが、標準財政規模額

約 46 億円弱（2007年度決算値）の夕張市が約 353 億円の赤字を背負い、現在及び将来の市民と

職員に過重な償還義務がのしかかっている。そして、多くの市民が転出する中で夕張市に留ま

った市民、あるいは留まらざるを得なかった市民は「全国最高の負担、最低のサービス」で、

職員も全国最低レベルの給与水準と職員体制で懸命に財政再建をすすめている。  

 

(2) ⌐ ↄ─⇔⅛⅛╢  

 財政再建の目的は、市民の生存権を保障し市民福祉を向上させるという自治体本来の使命を

果たすために持続可能な財政構造の構築と財政運営を取り戻すことにあり、債務を償還した結

果この使命が喪失されてしてしまうことはあってはならない。  

 さて、夕張市における財政再建、すなわち再生振替特例債の償還財源を捻出するための自助

努力は、人口流出により納税者が減る中で歳入確保策は超過課税など極めて限られており、再

建計画の柱は大幅な歳出削減、とりわけ職員人件費を極限まで切り詰めることに依っている。
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このため、月例給の 30％削減をはじめボーナスや退職手当なども全国最低レベルに引き下げら

れ、再建団体移行に伴う多くの職員の退職で半分の職員数で行政運営を行っている。しかし 10

年を経て、行政の持続性を保つ上でも職員体制や処遇が大きな課題の一つに浮上してきている。 

 

(3) ⇔™ ≢ ↕∑≡⅝√ ─  

 この間の職員の状況は塗炭の苦しみと表現することができる。しかし、こうした厳しい現状

は全く出口の見えないものではない。現在、給与削減は当初の 30％から 15％（別途 2015 年度

の給与制度の総合的見直しにより平均 2%の引き下げが行われている）に、ボーナスの削減は△

2.0 月から 1.0 月に見直され、退職手当の算定方法の復元を含む再建計画の変更を国が認めるな

ど、厳しい中でも僅かずつではあるが職員の処遇を回復させてきている。また、新規採用者の

募集が認められ新しい職員が入庁している。  

 これらは、身を切り市民のために働く姿勢を貫いてきた職員の奮闘によって築いてきた到達

であり高く評価したい。厳しい状況は今後も続くが、市役所幹部や労働組合は、元気な市役所

と働きがいのある労働条件を取り戻し、再建団体下で入庁してきた若い職員に 10 年後、20 年後

に引き継いていく使命を果たしていかなければならない。  

 

(4) ⌂ ↓∕  

 財政再建団体に追い込まれた場合、労使で自主的に交渉していくことは実質的に不可能だと

言われている。しかし、国の許可に全て縛られるとしても、労働組合は市長のパートナーとし

て市政を支える存在であり、困難な時こそ両者が話し合っていくことが大切だと考える。両者

の関係は労働条件だけに留まらない。  

 また、行政改革等の重要な政策懇談会に職員代表として労働組合も参加してもらうのはどう

だろうか。職員の思いを代弁できるのは労働組合でしかない。加えて、 市民団体の代表や外部

の有識者等と同じテーブルで直接議論し合うことで、労働組合自身が、職員を取り巻く外部環

境や職員がおかれている位置を客観的に把握することができる。自ら厳しい判断をしなければ

ならない場合も含めて、公務のあり方や職員の労働条件、市民負担や市民参画について労働組

合としても主体的に検討することができる。さらに、労働組合自身の活動を検討することが可

能となるだろう。例えば、全国の自治体労働組合に夕張の現状を訴えふるさと納税を呼びかけ

ることなどができるであろう。また、地方創生という新しい時代に入った国の自 治体支援策の

充実を、一労組では難しくとも、東北被災自治体をはじめ困難な中にある自治体労働者との共

同要求として取り組み、夕張市にも適応させていくようなことを検討したらどうか。さらに、

ボランティア活動に積極的に取り組んでいくこと市民生活に貢献するということである。職務

を離れた活動であっても市民に評価してもらうことは職員にとって何よりの励みになる。  

 労働組合も七転八倒の状況にあるかもしれないが、職員が自治体労働者としての働きがいと

誇りを失わないためにも、これまでにない活動の可能性を追求することが大切だ。  

 

(5) √⌂ ╩ ╘╢  

現在の地方財政制度では、地方債のデフォルトは想定されておらず、「地方財政健全化法」

においても「債務免除」の考えは盛り込まれていない。国の財政支援はあるものの、利子負担

に対するものであり、元金はすべて自治体が償還しなければならない。夕張市の 2013年度決算

では、実質公債費負担比率は 47.2％となっており、半分近くが借金返済に充てられている。稼



－ 21 － 

働年齢層の市民が多く夕張を離れ、高齢化率は 45.1％（平成 2012 年 10 月１日現在）と全国で

最も高い。こうした高齢者や子どもたちをはじめとする残された市民だけに財政破綻の責任者

なのであろうかという疑問が常に残る。  

人口減少が一層加速すれば税収や地方交付税も減り、財政再建の道筋そのものが破綻する可

能性は極めて高いと思われる。さらに、市民は「主権者」としての国民であり、全国民と等し

く生存権を保障された存在である。こうしたことからも、地方創生という地方の新時代にふさ

わしい制度づくり、元金（負債本体）に対する国や都道府県の財政負担を盛り込んだ地方財政

健全化法の抜本的な見直しが必要ではないか。住宅金融専門会社や大手銀行に対して公的資金

を投入する立法措置が執られたように、自治体の財政再建における基礎自治体と都道府県、国

の三者の財政負担のあり方について政府内や国会が積極的に論議、検討されることを期待した

い。  

 

(6) ⌐  

 夕張市のホームページ 4に 2011 年度採用の職員たちが鈴木市長とともに未来を見据える姿を

見ることができる。この若い世代に市役所と夕張の自治を残していくために、財政再建と地方

再生に労使が一致団結して取り組んでいくことが何よりも必要となる。弛まぬ団結の中から必

ず展望と運動が生まれてくる。  

（執筆  藤原）  

 

 

 ≤ ⌐≈™≡  

1 ꜝ▬ⱨ◘▬◒ꜟ  

人が定住するには「衣食住」以外に「医療」「教育」「雇用」の安定供給が必要である。人生

を①乳幼児期②学童期③青年期④成人期⑤老年期に分類するとき、①④においては周産期医療・小

児医療、②③においては教育環境、③④においては雇用とスキルアップ、⑤においては高齢者医

療と生きがい対策教育が重要要因となる。就労し、子を安心して産み育て、教育し、望む地で

老後を過ごすというサイクルが完結して初めて同地で次世代のサイクルが誕生し、100 年規模

で 3～4 サイクルが多重円となって地域を活性化するのであろう。しかしながら現実は高等教

育や高度医療の現場が全国均等に供給される訳ではない。そこで検討すべきはサテライトシス

テム・ ICT ・連携の概念導入であると考える。  

 

2  

生命が誕生して成長し健康状態を維持しつつ社会生活を全うするには医療が不可欠であり、

厚生労働省が定める５大疾患（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）５事業（救

急、災害時、へき地、周産期、小児）ごとの適切かつ切れ目ない医療計画を前提に体制や目標

が設定されている。市町村単位の一次医療圏では地域医療、疾病予防、検診・介護保険等をま

かない、二次医療圏（全国約 350 エリア）では一般入院治療をまかない、三次医療圏ではがん

拠点や救命救急等の高度医療をまかなうが、この三次医療圏は原則都府県ごと１ブロックであ

りながら北海道では６ブロック（他例外は長野県の４ブロックのみ）と地域設定されていると

                             
4 夕張市ホームページ、https://www.city.yubari.lg.jp 、最終アクセス 2016年 3 月 2 日。  
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ころにもその地域特殊性を見る事が出来る（医療法施行規則第 30 条の 29 第 2 項）。雪深い寒

冷地であり広域な土地にまばらな人口が点在する地域特性の中で、特定の都市に人口・医療資

源・教育拠点・雇用等が集中している実態もある。そこでの QOL には地域住民同士のインフ

ォーマルサービス・住民自治もまた大きく関与すると考えられる。医療が住民の生命と健康の

安心・安全を守るためには、その設備配置の質と同等に住民の「納得度」「満足度」が重要要

素である。都市機能集約化を進める過程での地域医療は、地域の医師・歯科医師・薬剤師・看

護師等の医療者が連携して補完することが特に重要と考える。  

 

3  

 ヒアリング調査より、北海道では進学や就労において道外への流出をあまり望まない傾向が

あることが分かった。大学・大学院等、高等教育の機会は道内特定の都市に集中しており、就

職希望は道内で最も教育・雇用・医療その他社会インフラが集約して整う札幌市に集中してい

る。高等教育を受け専門職就職した者にとってスキルアップの場となる学会・研修会・勉強会

等の開催地が札幌に限局することもその一因と考える。その一方で疾病予防・健康増進に 関す

る全道的住民教育の機会も医療費削減と住民満足度には重要である。箱ものインフラの拡充と

維持存続が望めない状況においてはサテライトシステムと ICT による情報提供・情報共有のあ

りかたを充実させていく必要がある。  

 

4 Ⱡ♇♩꞉כ◒─  

自己完結性の不足を連携で補完する必要性は自明である。インターネット・テレビ電話・

SNS・メーリングリストなど様々なネットワークのありかたを検証すると同時に「直接的人的

ネットワーク」の現状を定量定性定点でデータ集積することが、今後の展望につながるのでは

ないか。夕張においては重層的・相互依存的側面やネットワーク機能の多様性が予測されるが、

内部関係者が集積情報を分析することは地域での信頼関係に影響を及ぼす可能性もあること

から、外部からの学術的研究が必要と考える。高齢化過疎化の進む集落は全国に点在している。 

そのデータ集積と分析が今後５０年の日本のありかたを模索するには有効であろう。それには

「親しきよそ者」の存在が有意義なのではないだろうか。  

（執筆  奥田）  

 

 

 ≤ ⌐≈™≡  

1 ─ ─  

 行政サービスは、当然に資金の範囲内しか提供出来ません。夕張市のデータで検証した結果、

資金は極めて厳しいです。  

 

2 ⌐╟╢ ─ ⌐≈™≡  

 地方税収を得るためには、企業誘致が効果的ですが、製造業等の海外流出が続く状況で、夕

張市に進出する企業（株主訴訟リスクも有ります。）を見つけることは困難と思われます。  

また、ハローワークでの調査結果として、夕張市には求職者は殆んどいませんでした。  

島根県海士町の例を見ると、身近にある資源等を生かして町を再生しています。  

夕張市全体としての大きな産業を考えるのではなく、集落ごとに身近な資源（もしかすると、
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医薬品等の原料となる希少な成分を持つ（特殊な地質による）植物等が有るかもしれません。）

を見つけ出し、集落の人が従事する小さな産業を興すことに努めればよいと考えます。（今回

の視察では、各集落を巡ることは出来ませんでした。）  

民間の NPO団体等の（出資）主導で、雇用等を行って、（資金の乏しい）夕張市がサポート

する形が最適と考えます。  

夕張市の施設に対する命名権等の売却や大阪市等で検討されているカジノ等の誘致（種々の

問題点が有ります。）も検討する価値は有ると思われます。  

ふるさと納税による寄付金は、安定した歳入ではありませんので、使途は臨時的なものに限

定されます。  

 

3 ─ ─ ◖fiⱤ◒♩◦♥▫ ⌐≈™≡  

夕張市は、広々とした北海道のイメージと相違して、平野が殆んど無くウナギの寝床状態の

谷間に集落が点在しています。したがって、行政経費が他と比して高額となります。  

夕張市の施設等だけをコンパクトにしても行政経費の削減には限界があります。  

 住民を一定地域に集中居住させるコンパクトシティ化が実現すると、夕張市のかなりの問題

は解決します。しかし、強制移住させることは現在の法律では困難とされています。  

 土・空気・水・景色等々が好きだから等々の理由で居住地を離れたくない。という人々も突

き詰めると、  

①  他の土地に移ると、近隣とのコミュニティが喪失する。（これが大きい？）  

②  生計の基盤（農地・家畜や店舗等）が有るため。他の土地では生計の維持が難しい。  

③  不動産等が有るので、財産の事実上の放棄は厭である。  

④  先祖の墓地等がある。  

等々に、行き着くのではではないか？と推測します。  

 居住地を離れたくない本当の理由が判明すると、対策は見えてきます。  

①  の問題は、地域ブロックごと移住させる。  

②  の問題は、所得補償する。  

③  の問題は、（適正な評価額で）収用する。または、市営住宅との等価交換をする。  

④  の問題は、適切に移転する。  

等々の方法で解決します。  

一時的に、歳出は増加しますが、今後のインフラ維持等の膨大な費用等を勘案すると、中長

期的には大きな歳出の削減となります。（住民も、結局は幸せになるでは？？） 実施のために

は、（直接的に痛みを感じる）住民の理解と協力が欠かせません。  

移住・コンパクトシティ化を前提とした住民アンケートの実施等が肝要と考えます。  

 コンパクトシティ化等、街の再生資金の捻出方法として、市有の遊休不動産・動産等の売却

のみならず、使用中の不動産・動産等のリースバック方式の導入も検討すべき課題と思われま

す。職員給与や特別会計も含めた全ての歳出を今一度見直して、さらに大幅な削減も考えねば

ならないと思われます。歳出削減の為の住民アンケートの実施等が必要と考えます。  

市長等や幹部職員だけでなく、議会や末端職員までもが本気であることを、住民の目に見え

る形で示さねばなりません。国や道の理解と協力が必要なことは言うまでもありません。  
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4 ─ ≢ ∂╢ ─  

反社会的集団が、集団移住してきて、選挙により夕張市の行政を乗っ取る可能性も有り得ま

す。  

人口減少社会では、地域の情報収集及び各種の法律・税務・不動産売買・詐欺等の知能犯対

策や認知症等の住民の成年後見人の選任問題等々についての、軽度の相談及び関係機関等への

連絡・通報等を行う、『巡回よろず相談スタッフ』（本当は、弁護士・税理士・司法書士等の

有資格者が望ましい。）が必要となります。  

（執筆  關谷）  

 

 

 ⌐ ∆╢  

1 ╩ ⅎ╢⌐№√∫≡─ ⅎ  

 人口減少は、これまで高密・過密であった都市生活においてゆとりと潤いをもたらす可能性

のある社会変化と認識することが可能である。しかし、人口集積が低密な地方都市における急

速な人口減少は、都市の維持コストの増加と地域コミュニティの崩壊をもたらしかねない社会

的変化である。  

 このような難局に立ち向かうためには、行政的にも相当思い切った方策が必要であり、例え

ば以下のような取り組みを考えることができる。  

 

2 ⌂ ─  

 現在、国では「立地適正化計画」として、人口減少社会における効率的な都市基盤マネジメ

ントのためにも、市街化区域において居住誘導区域と都市機能誘導区域を定め、長期的にコン

パクトな市街地形成を誘導する取り組みを開始させている。  

 夕張市は現時点では区域区分制度（市街化区域と市街化調整区域に線引きし、開発などはも

っぱら市街化区域に限定する）を導入しておらず、この立地適正化計画の範疇外であるが、こ

の考え方、すなわち拠点に居住と都市機能を集約し、歩いて暮らせるまちづくりを志向するこ

とは、急速な人口減少下で都市基盤の整備･維持管理費用を低減し、市民生活を維持するために

は必要不可欠である。  

 そのため、速やかに区域区分を導入し、市街化区域を人口規模１万人にふさわしいエリアに

設定すべきである。ここで、市街化区域の人口密度をＤＩＤ人口の定義の２倍程度とすると、

約１km2 を指定することになる。具体的には駅を中心とする半径 300ｍ以内の、既に市街化され

ている区域を設定する。そして、この市街化区域内についてのみ公共施設等の維持管理に投資

し、市街化調整区域外の公共施設については一切投資しないといった選択と集中が必要である。

さらに、後者から前者への移住に対してはこれを金銭的に補助し、後者の固定資産税について

は課税評価額の適正化により増収を図るなどの飴と鞭も必要である。  

 この方策は、市街化調整区域での開発が原則として不許可とな ることから、短期的には反発

が大きいが、長期的には人口規模のふさわしい市街地形成が可能になることで、市財政の改善

にも寄与するものと考える。  

 

3 ─™⌂™ ⌐ ∆╢  

 現在の税制においては、200 ㎡以下の住宅用地は固定資産税が６分の１に減免されることとな
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っている。その結果、土地所有者としてはたとえ住まなくても住宅を残しておく方が課税額を

少なくすることができ、これが使われない空き家が増加する一つの要因となっている。そして、

この存在が広範囲にわたる道路・水道などのインフラ維持管理コストをかさ上げ し、これが老

朽化すれば景観上もまちづくりにとっても負の要素として作用することになる。  

 このような負のトレンドから脱却し、所有者に空き家を有効活用させる動機を与え、あるい

は使われる見込みのない空き家を撤去させるべく、特区制度などを用いてこの特例措置を廃止

することが考えられる。  

 空き家のある土地所有者からは相当の抵抗が見込まれるが、市にとっては当該土地の有効活

用の促進による地域課題の解消・地域活性化につながるとともに、税収の向上につながるもの

と考えられる。  

 

4 ⌐ ∆╢ ─  

 夕張市の人口減少の大きな要素として、炭鉱に代わる新たな産業育成が困難であったことが

挙げられる。また、人口減少の背景には、生活環境の厳しさなどのほかに、雇用の場が少ない

ことが挙げられる。  

 雇用を創出する企業としては、その立地は交通環境・雇用の容易さ・顧客との近接性など多

様な要素で決まるものではあるが、ひとつの要素として立地コストや施設の維持コストがなく

はない。これに着目するのであれば、市町村がコントロールできる数少ない徴税要素である土

地や建物などの固定資産税の減免を検討することが考えられる。  

 具体的には、一定規模以上の建物およびこれが立地する土地について、永続的に全額免除し

ていくことが考えられる。これにより、固定資産税の負担が重い装置産業などについては立地

に向けたインセンティブが働き、雇用の場が一定創出されることが期待される。  

（執筆  長谷川）  
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 ─╕≤╘  

 

 

● 夕張市が生き残るためには「縮小都市」と「住民自治」の考えが重要ではないか。町内会を

はじめとする住民自治組織の充実や地域間の連携など行政に頼らない仕組みづくりが急務

である。 

● 現在の夕張市住民にくわえて「よそ者」「若者」の力が不可欠ではないか。 

● 不便のなかにこそ元気な老人や主婦パワーが重要と考えられる。行政に携わる職員は、各地

の成功事例の情報を提供して、地元に合った活動を自主的に活動していける様、側面からの

援助されることを期待する。 

● 国の許可に全て縛られるとしても、労働組合は市長のパートナーとして市政を支える存在で

あり、困難な時こそ両者が話し合っていくことが大切ではないか。たとえば、行政改革等の

重要な政策懇談会に職員代表として労働組合も参加してもらう等の方法が考えられる。  

● 地方創生という地方の新時代にふさわしい制度づくり、元金（負 債本体）に対する国や都道

府県の財政負担を盛り込んだ地方財政健全化法の抜本的な見直しが必要ではないか。  

● 人が定住するには「衣食住」以外に「医療」「教育」「雇用」の安定供給が必要である。箱

ものインフラの拡充と維持存続が望めない状況においてはサテライトシステムと ICT によ

る情報提供・情報共有のありかたを充実させていく必要があるのではないか。  

● 「直接的人的ネットワーク」の現状を定量定性定点でデータ集積することが、今後の展望に

つながるのではないか。 

● 住民を一定地域に集中居住させるコンパクトシティ化が実現すると、夕張市のかなりの問題

は解決するのではないか。そのため、移住・コンパクトシティ化を前提とした住民アンケー

トの実施等が肝要と考えられる。  

● 夕張市では、速やかに区域区分を導入し、市街化区域を人口規模１万人にふさわしいエリア

に設定すべきではないか。その際、市街化区域内についてのみ公共施設等の維持管理に投資

し、市街化調整区域外の公共施設については一切投資しないといった選択と集中が必要であ

る。 

● 現在の税制においては、200 ㎡以下の住宅用地は固定資産税が６分の１に減免されることと

なっている。特区制度などを用いてこの特例措置を廃止することが考えられるのではないか。 
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